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働き⽅改⾰推進コンソーシアム

横河電機における働き⽅改⾰
〜在宅勤務制度〜
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横河電機株式会社
⼈財・総務本部
⼈財センター

2018年2⽉23⽇
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会社概要
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横河電機株式会社

Yokogawa Electric Corporation

⻄島 剛志

⼤正4年（1915年） 9⽉1⽇

434億105万円

3,914億円（連結）

316億円（連結）

6.9％ （連結）

18,329⼈（連結）

58.2％ （連結）

国内13社 海外99社

商 号

代表取締役社⻑

創 ⽴

資 本 ⾦

売 上 ⾼

営 業 利 益

開 発 投 資 ⽐ 率

従 業 員 数

⾃ ⼰ 資 本 ⽐ 率

関 係 会 社 数

（2016年度実績）
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事業構成（事業別売上⽐率） 2016年度（YOKOGAWAグループ）

制御事業
88％

計測事業
航機その他事業

⽯油
⽯油化学

化学
鉄鋼
製紙

ガス・LNG
電⼒
薬品

⽔・環境
⾷品

モーター・インバーター
⾃動⾞

機械・メカトロ
医療機器

ライフサイエンス
航海

航空宇宙
環境計測

6％6％

お客様
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働き方改革
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働き⽅に関するこれまでの活動

1991年〜
3Y活動
（横河 ゆとり 豊かさ）

2005年〜
次世代育成
⽀援活動

2015年〜
働き⽅改⾰

◆フレックスタイム制度
◆育児休職制度
（⼦が１歳まで）

◆介護休職制度
◆ボランティア休職制度
◆フレックスホリデー
（３⽇）

◆失効有給積⽴制度
（最⼤４０⽇）

◆くるみん認定

◆育児休職期間延⻑
（１歳６か⽉まで）

◆⼦の看護特別休暇
◆地域開放型保育所
の設置
（ﾎﾟﾋﾟﾝｽﾞﾅｰｻﾘｰ）

◆次世代育成⽀援⾦
◆育児時間の拡充
◆再雇⽤登録制度
◆⼥性活躍推進
◆配偶者海外駐在
休職

◆在宅勤務制度
◆時間単位年休制度
◆えるぼし認定
（３つ星）

◆２０１７年
輝くテレワーク賞受賞
（特別奨励賞）
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中期⼈財戦略
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⼈事制度改⾰
・評価、処遇
・育成、活⽤

働き⽅改⾰
・多様化
・環境整備

挑戦 ⽀援
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働き⽅改⾰取組みの背景・⽬的

7

2015年に「働き⽅改⾰推進委員会」を発⾜し、組織横断的に活動開始

⽬
的

多様な社員の活躍を推進し、社員が⾼いパフォーマンスを発揮
して⾃律的に挑戦できる環境を整備する

背

景

◆収益性向上のために、仕事の効率を上げ、⽣産性の向上が必要
◆ダイバーシティ推進による、⼥性や外国籍社員の増加
◆⼥性活躍推進により、男性の家事や育児等への関与の増加
◆介護を抱える社員の増加が想定され、仕事と介護の両⽴できる環境が必要
◆働く意欲のある社員への機会提供

時間・場所にとらわれない働き⽅：テレワーク

柔軟性の⾼い働き⽅：時間単位休暇

社員のセーフティーネット：EAP

⽣産性を⾼め、新しい
価値を創造するための
時間をつくる
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YOKOGAWAにおける働き⽅改⾰
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会社
生産性の向上

効率性の向上

顧客満足
の向上

新しい価値
の創出

活きた時間の創出

顧客への
価値提供

一人ひとり
の活躍 社員

やりがい
成長実感
の向上

効率性の向上

⾃律的な挑戦

「効率性の向上」と「付加価値の創出」の両⽅の観点から、⽣産性を
向上させる

社員⼀⼈ひとりが活躍し、やりがい、成⻑を実感することで、⽣産性の
向上を持続的なものにすること

Ⅰ.⽣産性の向上

Ⅱ.やりがい、成⻑実感
の向上

更なる顧客満⾜の
向上

社員意識の向上

input
の視点

output
の視点
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⽣産性の向上とは？

 YOKOGAWAの働き⽅改⾰の実現
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「効率性の向上」と「付加価値の創出」の両⽅の観点から、
⽣産性を向上させる

社員⼀⼈ひとりが活躍し、やりがい、成⻑を実感することで、
⽣産性の向上を持続的なものにすること

Ⅰ.⽣産性の向上

Ⅱ.やりがい、成⻑実感
の向上

⽣産性の
向上

付加価値の創出
（アウトプット）

効率性の向上
（インプット）

より⾼い付加価値

今と同じ時間

今と同じ付加価値

より短時間で
＝ &/or
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⽣産性の向上とは？

 YOKOGAWAの働き⽅改⾰の実現

10

「効率性の向上」と「付加価値の創出」の両⽅の観点から、
⽣産性を向上させる

社員⼀⼈ひとりが活躍し、やりがい、成⻑を実感することで、
⽣産性の向上を持続的なものにすること

Ⅰ.⽣産性の向上

Ⅱ.やりがい、成⻑実感
の向上

⽣産性の
向上

付加価値の創出
（アウトプット）

効率性の向上
（インプット）

より⾼い付加価値

今と同じ時間

今と同じ付加価値

より短時間で
＝ &/or

⽇本企業に求められるもの

・成熟化による付加価値競争
・商圏拡⼤による競合増加

・年単位に地⽅都市分の⼈⼝減少
・既存事業の知⾒継承の問題

アウトプット増加の要請

インプット減少の要請

⽣産性向上
の要請

社員をおざなりにしないこと
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今後の⼈財部⾨の⽅針と取り組みの⽅向性
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≪⼈事⽅針≫

業務効率向上／残業削減により総労働時間を削減し価値の創出に寄与する

多様な社員が⾼いパフォーマンスを発揮して⾃律的に挑戦できる環境を実現する

◆柔軟な働き⽅ができる施策の実⾏と適正なマネジメントの両⽴
◎柔軟な働き⽅を推進し、時間制約のある社員でも活躍できる環境を実現
◎働き⽅の多様化に対応したマネジメント⽀援の環境構築

◆⽣産性向上
◎時間あたりのアウトプットを増やし、「労働時間の短縮」と「捻出した時間の

⾼付加価値業務・新たな価値創造へのシフト」を実現

◆時間制約の強化
◎労働時間管理と上限規制の強化
◎時間制約による⽣産性向上

≪取り組みの⽅向性≫



| Document Number | March 23, 2016 | 
© Yokogawa Electric Corporation

今後の⼈財部⾨の⽅針と取り組みの⽅向性
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≪⼈事⽅針≫

業務効率向上／残業削減により総労働時間を削減し価値の創出に寄与する

多様な社員が⾼いパフォーマンスを発揮して⾃律的に挑戦できる環境を実現する

◆柔軟な働き⽅ができる施策の実⾏と適正なマネジメントの両⽴
◎柔軟な働き⽅を推進し、時間制約のある社員でも活躍できる環境を実現
◎働き⽅の多様化に対応したマネジメント⽀援の環境構築

◆⽣産性向上
◎時間あたりのアウトプットを増やし、「労働時間の短縮」と「捻出した時間の

⾼付加価値業務・新たな価値創造へのシフト」を実現

◆時間制約の強化
◎労働時間管理と上限規制の強化
◎時間制約による⽣産性向上

≪取り組みの⽅向性≫

◆⽣産性向上
◎時間あたりのアウトプットを増やし、「労働時間の短縮」と「捻出した時間の

⾼付加価値業務・新たな価値創造へのシフト」を実現

最重要事項

ITを最⼤限有効活⽤することで
『より豊かな⼈間社会の実現に貢献』が可能
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在宅勤務制度
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在宅勤務制度
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FY15 FY16 FY17

◎働き⽅改⾰推進
委員会発⾜

◎トライアル実施
（３か⽉）

◎在宅勤務制度導⼊
・利⽤上限時間：64時間
・対象は製造従事者以外

◎利⽤可能時間拡⼤
・深夜時間帯：週2時間

◎働き⽅ＨＰ開設
・ＨａｔａＬａｂｏ

◎第1回キャンペーン
・制度＆ツール紹介

◎制度拡⼤
・シニア、期間社員の利⽤可
・利⽤時間上限：80時間

◎輝くテレワーク賞受賞
（特別奨励賞）

◎第2回キャンペーン
（11⽉、2⽉）
・制度＆ツール紹介
・⼊社2年⽬以上は利⽤可
・就業場所を⾃宅以外も許可

◎マネジメントフォーラム
・外部講師による講演
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在宅勤務制度 基本利⽤概要
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対象者 ⼊社４年⽬以上の⼀般社員で、所属⻑が利⽤を認めた者。
中途⼊社者は試⽤期間終了後から利⽤可能。

利⽤申請 事前に以下の内容を所属⻑に申請し、承認を得る。
（申請理由、勤務⽇、勤務時間、離席時間とその理由、勤務場所及び業務内容）

利⽤制限 勤務時間は１時間以上５分単位。
１か⽉の利⽤上限時間は８０時間。

労働時間
管理 在宅勤務の開始・終了時および離席の開始・終了時に、所属⻑へ連絡。

深夜勤務 深夜勤務（22:00〜5:00）の利⽤上限時間は週２時間。

PC・
光熱費等

個⼈のPC利⽤を可。
機器購⼊費・光熱費・通信費は個⼈負担。

その他制度と
の併⽤

全ての制度との併⽤可。
育児時間は始業または終業時での利⽤可。
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◎職種や取得事由による制限無
◎働き⽅の柔軟性を重視

⇒中抜け・他制度との併⽤、利⽤時間等

◎全社員向けに対象者公募（理由不問）
⇒公募者約３０名とその上司がトライアル実施

◎最⼩限のルールで実施
⇒深夜勤務原則禁⽌

制度設計および制度運⽤における⼯夫

16

トライアル時

制度導⼊時

◎制度のブラシュアップ
⇒ 職場での困りごと等に対して、スピーディに対応
（深夜時間帯のVC利⽤、⽉間利⽤時間等）

◎利⽤機会、意識の創出
⇒利⽤促進⽉間、働き⽅Webサイト開設、社内報連載等

制度導⼊後
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在宅勤務利⽤促進キャンペーン

キャンペーンの⽬的
◆在宅勤務の環境整備により利⽤促進
・利⽤できる体制構築
・利⽤しやすい⾵⼟の醸成
・各⾃の働き⽅における有効性確認

◆働き⽅改⾰・在宅勤務促進の課題発掘

キャンペーンの内容
◆制度PR活動
・社内ＴＶ（Machikado TV）の配信
（制度内容、申請⽅法、活⽤事例など）
・在宅勤務ホットラインの開設

◆利⽤促進活動
・１⼈１回以上の利⽤推奨
・「部」単位で１名以上の利⽤⽬標設定
・機器無料貸し出し

◆啓蒙活動
・社外講師招聘（マネジメントセミナー）
・HataLaboリレー
・操作機器説明会＆HataLabo研究会

◆外部団体とのコラボレーション
・テレワーク協会
・テレワークDay参加
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HataLabo（働き⽅研究所）の開設
在宅勤務制度をはじめ、ワークライフマネジメントの実現に向けた各種制度を紹介するために
ＨａｔａＬａｂｏを社内HPに⽴上げ。
⼈事メンバーが「ハタラボ所⻑」となってつぶやくなど、制度の積極的な利⽤を推進。

本⽇のつぶやき
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社内広報誌に利⽤者の声を掲載

19

◆通勤ストレスが軽減することで、
業務に集中でき、⾼いアウトプット
が出せる。

◆育児・介護しながらもキャリアが
形成できる。

◆実施成果を報告するため、通常
以上にアウトプットを意識して仕事
に取組むことができる。

◆⼣⾷準備ができるようになり、妻も
喜んでくれている。
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利⽤実績

20
在宅勤務のリピート率はほぼ100% ⇒使い⽅によって有効性が⾼いことを証明在宅勤務のリピート率はほぼ100% ⇒使い⽅によって有効性が⾼いことを証明

⽉平均：32名 ⽉平均：109名
※利⽤者平均推移 ⽉平均：

256名

ＦＹ１６ ＦＹ１７

在宅勤務の利⽤者推移と同様、
増加傾向

在宅勤務利⽤者推移

時間単位年休利⽤者推移
ＦＹ１６ ＦＹ１７単位：

⼈

※2018年1⽉23⽇現在
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働き⽅事例：ワークライフマネジメントの実現

21

◆ 通勤時間分を趣味や⾃⼰啓発の時間へ

ラン
ニン
グ

朝⾷ 在宅勤務
3H35M

昼
休
み

在宅勤務
4H15M

⾃⼰
啓発

⼣⾷
家族との時間

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 1817 19 20 21 22

Lync会議 通勤時間通勤時間

朝⾷ 在宅勤務
3H35M

昼
休
み

英会話
学校

在宅勤務
3H15M ⼣⾷

在宅
勤務
1H

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 1817 19 20 21 22

通勤時間

◆ 離席を活⽤し英会話学校へ

・通勤時間がない分、⾃分の趣味や勉強の時間がつくれていいね！

・就業時間中に中抜け（離席）ができるから、すごく柔軟に働けていいよね！
役所や銀⾏での⼿続きも中抜け使えば⾏けちゃうね！

離席時間
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働き⽅事例：仕事と育児や介護の両⽴

在
宅
勤
務

家事
⼦供の送り
出し

在宅勤務
昼
休
み

在宅勤務 ⼦供の迎え
⾷事の⽀度等

在宅
勤務

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 1817 19 20 21 22

家
事

親の
介護 在宅勤務

昼
休
み

親の通院 在宅勤務 ⾷事の⽀度
親の介護

在宅
勤務

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 1817 19 20 21 22

Lync会議離席時間 離席時間

離席時間 離席時間

 離席時間を活⽤し、育児や介護などへの対応

1H 3H 2H50M 1H

3H30M 3H 1H20M

・在宅勤務を利⽤して、⼦育てのサポートをしています！
⽬指すはイクメンです。

・これまでは休みを取らないと通院などに対応ができなかったけど、在宅があるから
休暇を取らなくても対応できるし、働く時間も確保できています！
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ご清聴ありがとうございました。

23
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働き⽅改⾰推進コンソーシアム

横河ソリューションサービスにおける
働き⽅改⾰
〜テレワーク〜

24

横河ソリューションサービス株式会社
⼈財総務本部
⼈財労政部

2018年2⽉23⽇
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横河ソリューションサービス株式会社

設⽴ 1999（平成11）年 12⽉24⽇
資本⾦ 30億円
従業員数 2,440名（2017年4⽉現在）
売上⾼ 956億円（2016年度）

1915年
建築家・⼯学博⼠横河⺠輔が、東京府渋⾕町に電気計測の研究所を
設⽴
1920年
株式会社組織とし、株式会社横河電機製作所と称す
1975年
世界初の分散型制御システム、総合計装制御システム「CENTUM」
を発表
1983年
株式会社北⾠電機製作所と合併し、横河北⾠電機株式会社に社名変
更
1986年
横河電機株式会社に社名変更
1999年
横河ワイ・エフ・イー株式会社設⽴
2000年
横河シスコン株式会社より⼯事ビジネスを営業譲渡

2003年
横河情報システムズ株式会社を発⾜
2004年
横河エンジニアリングサービス株式会社を合併し、横河フィールドエン
ジニアリングサービス株式会社に社名変更
2005年
海外事業の統括会社Yokogawa Electric International Pte. Ltd.をシン
ガポールに設⽴
2006年
横河制御エンジニアリング株式会社を発⾜
2008年
横河情報システムズ株式会社が横河制御エンジニアリング株式会社と合
併し、横河ソリューションズ株式会社に社名変更
2010年
測定器ビジネスを横河メータ＆インスツルメンツ株式会社に統合
2013年
横河ソリューションサービス株式会社が発⾜

横河ソリューションズ

横河フィールドエンジニアリングサービス

横河電機

横河ソリューションサービス

横河電機

代表取締役社⻑ 奈良 寿

承継会社

吸収合併

吸収分割
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横河ソリューションサービス 拠点
北⽇本統括本部

東関東
統括本部

北関東統括本部

⾸都圏統括本部関⻄統括本部

中部統括本部
中国統括本部

四国統括本部

⻄⽇本
統括本部

北⽇本統括本部

東関東
統括本部

北関東統括本部

⾸都圏統括本部関⻄統括本部

中部統括本部
中国統括本部

四国統括本部

⻄⽇本
統括本部

北海道営業所

東北⽀店

⿅島営業所

⽔⼾サービスステーション

新潟営業所

千葉⽀店
浜野営業所

南九州サービスステーション

九州⽀店

北九州⽀店
北九州事業所

四国⽀店

北陸⽀店
北陸サービスステーション

徳⼭営業所

京滋営業所

静岡営業所

豊⽥⽀店
中部⽀社

奈良営業所

堺⽀店

関⻄⽀社

四⽇市営業所

姫路営業所

岡⼭⽀店

⻑野サービス
ステーション

さいたま⽀店

広島事業所

新宿事業所

神奈川⽀店

⽴川事業所

本社

沖縄営業所

 全国を９つ地域の地域統括本部でカバー
 ５事業所、29営業・サービス拠点
 25の代理店が全国に展開
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対応業種

⽯油

セメント・
窯業・ゴム

薬品

化学

繊維

⾷品

鉄鋼・
⾮鉄⾦属

上下⽔道

⾃動⾞

電⼒・ガス

紙・パルプ

電機・精密

その他…印刷、寝具、楽器製造、ファストフード等
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プロダクトとソリューション
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商品イメージ

経営判断→⽣産計画→製造→実績管理を、すべて⼀元化可能
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働き方改革
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YJPの⽬指す⽅向

社会の流れ

多様な働き⽅への対応・制約がある⼈財の有効活⽤が必要

働き⽅・休み⽅改⾰で⽬指す⽅向性（2016年８⽉の整理（⾒直し中））

少⼦⾼齢化による労働⼒の減少

グローバル化・価値観の多様化

新たな価値の
創造

社員の健康
維持・増進

国の⻑時間労働抑制機運の⾼まり

過重労働対策

YJPの働き⽅・状況

営業・サービスなど社外で働くことが多い

就業時間外の緊急コール対応が必須

ネットワーク⾼速化、クラウドサービス

JOB増・⼈員減による残業増

介護や育児へのサポートの必要性の増加

持続的成⻑
の実現

24Hサポート体
制下での働き⽅

テレワーク
在宅勤務

休⽇・休暇の
⾒直し

個々の能⼒を最⼤
限発揮できる環境

業務効率Up
⽣産性向上
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これまでの取り組み

 グローバルレスポンスセンターを中⼼とする24Hサポート体制における休⽇や帰宅後夜間
の働き⽅を再定義。各種⼿当（待機⼿当等）を整理

 労使検討会で現状を共有

 テレワークを定義 ・・・ モバイルワークと在宅勤務に定義
 在宅勤務制度導⼊

 カレンダー⾒直し ・・・ 従来からの休⽇や有休計画付与の⼀部⾒直し
 時間単位有休導⼊ ・・・ 法に準拠した制度に

多様な働き⽅への対応・制約がある⼈財の有効活⽤が必要

過重労働対策24Hサポート体
制下での働き⽅

テレワーク
在宅勤務

休⽇・休暇の
⾒直し
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テレワーク
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テレワークの概要
◆導⼊の⽬的

場所や時間にとらわれない柔軟な働き⽅を導⼊することで、業務効率・⽣産性の向上と、個⼈
⽣活の充実を図り、個々のワーク・ライフ・バランスの実現を⽬指すことを⽬的とする。

◆テレワークとは
ICT（情報通信技術）を活⽤した場所や時間にとらわれない柔軟な働き⽅をいう。

◆テレワークの形態
① 在宅勤務

在宅勤務とは、会社ではなく⾃宅（認められた介護者の⾃宅を含む）において業務を⾏う
ことが、上記⽬的に合致する場合に適⽤する働き⽅をいう。会社と在宅勤務が混在する場
合もある。

② モバイルワーク
モバイルワークとは、出張に際し、会社に⽴ち寄らなくとも、移動中や待ち時間あるいは宿泊
先で業務を⾏うことで、上記⽬的に合致する場合に適⽤する働き⽅をいう。

◆実施⽇
2017年4⽉1⽇
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在宅勤務 基本利⽤概要

35

対象者 マネージャー、⼀般社員、期間社員（パートを除く）で、所属⻑が利⽤を認めた者。
中途⼊社者は試⽤期間終了後から利⽤可能。

利⽤申請 事前に以下の内容を所属⻑に申請し、承認を得る。
（申請理由、勤務⽇、勤務時間、中断時間とその理由、勤務場所及び業務内容）

利⽤制限 下限、上限時間など特になし。

労働時間
管理 在宅勤務の開始・終了時および中断の開始・終了時に、所属⻑へ連絡。

深夜勤務 上限時間など特になし。

PC・
光熱費等

個⼈のPC利⽤を可。
機器購⼊費・光熱費・通信費は個⼈負担。

その他制度と
の併⽤

全ての制度との併⽤可。
育児時間は始業または終業時での利⽤可。
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モバイルワーク 基本利⽤概要

36

対象者 全社員で、所属⻑が利⽤を認めた者。

利⽤申請 特になし。

利⽤制限 特になし。

労働時間
管理 通常勤務時と同様。

深夜勤務 特になし。

PC・
光熱費等

個⼈のPC利⽤を可。
機器購⼊費・光熱費・通信費は個⼈負担。

その他制度と
の併⽤

全ての制度との併⽤可。
育児時間は始業または終業時での利⽤可。
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利⽤実績
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⽉平均：32名

増加傾向

在宅勤務利⽤者推移

時間単位年休利⽤者推移

※2018年２⽉時点

増加傾向
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ご清聴ありがとうございました。
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